
1  

 

元本一部カット基準の概要について 

 
・お客さまが取得された不動産の取得価額と積算価格（物件取得時の土地の路線価等を基

に算定した価格をいいます。詳細は個別相談の際にご説明いたします）の差額を上限と

して、元本一部カットを検討いたします。 

 
・元本一部カットに関する個別のご相談を頂戴した時点でローン返済が困難な状況が存在

する（ローン返済を含む物件収支が赤字である）物件であって、ローン契約締結時に当

社の不正行為があり、その不正行為とお客さまの投資判断との間に相当因果関係が認めら

れる場合が対象となります。（仮に当社の不正行為があったとしても、その不正行為とお

客さまの投資判断との間の相当因果関係が常に認められるわけではありませんの で、ご

了承ください）なお、入居者の募集活動が適切に行なわれていれば物件収支が異なると

考えられる場合については、物件収支を補正したうえで検討いたします。 

 
・前項の要件を満たす場合につき、元本一部カットに先立って、適用金利の引き下げを検

討させていただきます。適用金利の引き下げによって物件収支の赤字が解消される場合は、

元本一部カットはご容赦ください。 

 
・適用金利を引き下げてもなお赤字が解消されない場合について、ローン契約締結時の不

正行為に関する当社の関与度合等の諸事情を考慮したうえで、当社が負うべき解決金支

払い債務の額を算定いたします。 

 
・当社が負うべき解決金支払い債務とお客さまのローン債務とを合意により相殺する方法

で、元本一部カットを実施します。 

 
・当社の不正行為とお客さまの投資判断との間との相当因果関係の有無の判定や、不正行

為に関する当社の関与度合の判定など、元本一部カット基準の運用については、裁判所

の民事調停または民間 ADR 機関の和解あっせん等により中立公正な第三者のご判断を経

て行なわれます。 

 
※税務上の取扱いについては、当社の不正行為によりお客さまの資産に生じている損害の

補てんとして元本一部カットを実施する場合には、原則として、お客さまに所得税が課

税されないことを確認しております。 

 
※今回、元本一部カットの対象とならなかったお客さまにおかれましても、お借入れの返

済に関するあらゆるご相談を承ります。お客さまの個々の状況に応じた返済条件の変更
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等について、真摯にかつ適正に取り組んでまいります。 


